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競輪開催業務等包括委託業務に関する公募型プロポーザル募集要領 

 

１ 目的 

高知競輪の経営の安定化及び存続を図ることを目的とし，平成22年度から16年間（第

１期：３年，第２期：３年，第３期：５年，第４期：５年），車券発売・払戻等を含め

た開催業務を包括的に委託し，競輪開催業務の改善や人件費等の削減など，一定の成果

をあげている。 

現在の包括委託契約は令和７年度をもって契約満了となるため，競輪開催業務の一層

の効率化と集客・ファンサービスの向上を図り，安定した経営を継続していくことを目

的に，受託者を新たに公募し，民間事業者の視点からの創意工夫を生かした新たな競輪

事業運営について，広く提案を求めるものである。 

 

２ 業務概要 

⑴ 業 務 名  競輪開催業務等包括委託業務 

 ⑵ 業 務 場 所  高知競輪場（高知市陸上競技場（日本トーターりょうまスタジアム）） 

所在地：高知市大原町45番地 

          所有者：高知市 

 ⑶ 業 務 内 容  別紙「提案書作成要領及び業務仕様書」のとおり 

 ⑷ 委 託 期 間  契約締結日から令和13年３月31日 

          （業務実施期間：令和８年４月１日から令和13年３月31日） 

 ⑸ 委託上限額  3,865,000千円（消費税及び地方消費税含む。） 

          ※消費税率は，消費税及び地方消費税を合わせて10％とする。 

 

３ 包括委託にあたっての基本的な考え方 

 ⑴ 安全・公正かつ円滑な業務の運営 

 ⑵ 来場者の促進・車券売上及びファンサービスの向上 

 ⑶ 市民に親しまれる競輪場の確立 

 ⑷ 効率的な運営によるトータルコストの削減 

⑸ 本市の財政に寄与する安定的な経営の確立 

 

４ 公募に参加する者に必要な資格要件等 

  公告日から契約相手方の候補決定までの間において，次に掲げる要件をすべて満たす

者であること。なお，複数の事業者により構成された共同企業体での参加も可能とし，

共同企業体の代表者及び構成員がすべて要件を満たす者であること。ただし，⑸につい

ては，共同企業体の代表者が要件を満たしていれば足り，⑹については，共同企業体の

代表者又は構成員のいずれかが要件を満たしていれば足りる。 

  ⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第２項各号の規定に該当

しない者 

    ⑵ 高知市競争入札指名停止措置要綱（平成６年７月１日制定）（以下「本市指名停止要
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綱」という。）の規定による指名停止又は指名回避の措置を受けている期間が存在し

ない者若しくは本市指名停止要綱の対象となる事案に該当しない者 

    ⑶ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条第１項若しくは第 19 条第１項若しくは第

２項の規定に基づく破産手続開始の申立て，民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

第 21 条の規定に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者。ただし，民

事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法の規定に基づく更生

手続開始の申立てがなされた者であっても，民事再生法の規定に基づく再生計画認可

の決定又は会社更生法の規定に基づく更生計画認可の決定を受けた者については，当

該再生手続開始又は更生手続開始の申立てがなされなかったものとみなす。 

 ⑷ 代表者又は役員等が，高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（平成 23 年

規則第 28 号）第４条各号のいずれにも該当しない者 

    ⑸ 全国の競輪場での包括委託等，総合運営業務の受託実績（受託実績期間が公告日時

点で１年以上のものに限る。）があること。 

 ⑹ 警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第４条の規定に基づく警備業の認定を各都道

府県公安委員会から受けている者 

    ⑺ 自転車競技法施行規則（平成 14 年経済産業省令第 97 号）第３条第２項各号のいず

れにも該当しない者 

 ⑻ 市町村税，都道府県税及び国税を滞納していない者 

 ⑼ 健康保険料，厚生年金保険料及び子ども・子育て拠出金を滞納していない者 

 ⑽ 共同企業体を結成して申請する場合の各構成員は，他の共同企業体の構成員となって

いないこと。 

 

５ 審査及び選定基準 

 ⑴ 審査方法 

   審査方法は，次のとおりとする。 

① １次審査 

参加資格要件の確認のため，提出書類による資格審査を実施し，提案書の提出者

を選定する。 

② ２次審査 

資格審査の結果，公募に参加する資格が認められた者によるプレゼンテーション

を実施し，選定基準に基づき，本市が設置する「競輪開催業務等包括委託業務プロ

ポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）」において審査し，契約相手方

の候補者（以下「候補者」という。）を選定する。 

 ⑵ 選定委員会の委員構成 

   選定委員会の委員（以下「選定委員」という。）の構成は，次のとおりとする。 

委員長１人，副委員長１人，委員３人 合計５人 

 ⑶ 選定基準 

  ① １次審査の参加資格要件の確認は，「４ 公募に参加する者に必要な資格要件等」

のとおりとする。 
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  ② ２次審査の選定基準は，別記のとおりとする。 

 ⑷ 候補者の決定 

  ① 選定委員会による審査を経て，総得点が最も高い者を候補者とする。 

② ①に関わらず，公募に参加する資格が認められた全ての者について，総得点が６

割未満の場合は，候補者として選定しない。 

③ 審査の総得点が同点の場合は，選定基準の審査項目「３ 業務実施計画」の総得

点が高い者を候補者とし，当該項目も同点となった場合は，「２ 業務実施体制」

の総得点が高い者を候補者とする。 

④ 候補者が参加資格要件を有しなくなった場合又は辞退した場合は，次点者を候補

者とする。 

 ⑸ 審査結果通知 

  ① １次審査結果は，参加意向申出者全員に書面で通知する。 

② ２次審査結果は，提案書の提出者全員に書面で通知する。 

 

６ 実施スケジュール（予定） 

⑴ 公募型プロポーザル実施公告 令和７年７月14日（月） 

⑵ 業務説明会及び施設見学の参加申込締切 令和７年７月22日（火） 

⑶ 業務説明会及び施設見学 令和７年７月24日（木） 

⑷ 質問書の提出期限 令和７年７月31日（木） 

⑸ 質問に対する回答 令和７年８月６日（水） 

⑹ 参加意向申出書等の提出期限 令和７年８月12日（火） 

⑺ 参加資格確認結果通知 令和７年８月21日（木） 

⑻ 提案書等の提出期限 令和７年９月16日（火） 

⑼ 提案に対する審査・プレゼンテーションの実施 令和７年10月上旬 

⑽ 審査結果の通知 令和７年10月上旬 

⑾ 契約に係る事前協議 令和７年10月下旬 

⑿ 基本契約書の締結 令和７年10月下旬 

 

７ 説明会及び施設見学 

  応募予定の者は必ず参加すること。不参加の場合は応募できない。 

⑴ 日  時  令和７年７月24日（木） 午前10時から午後４時 

⑵ 場  所  高知市商工振興部公営事業課 会議室 

⑶ 提出書類  説明会及び施設見学参加申込書（様式第１号） 

⑷ 提出方法  ファックス又は電子メールにより提出すること。 

⑸ 申込期限  令和７年７月22日（火） 午後４時（必着） 

⑹ 提 出 先  「14 提出・問い合わせ先」と同じ。 

⑺ 留意事項  ① 参加人数は１応募者につき５名までとする。 

        ② 提出後，電話にて着信の確認を行うこと。 
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８ 質疑・回答 

 ⑴ 提出書類  質問書（様式第２号） 

 ⑵ 提出方法  電子メールにより提出すること。 

 ⑶ 提出期限  令和７年７月31日（木） 午後５時（必着） 

 ⑷ 提 出 先  「14 提出・問い合わせ先」と同じ。 

⑸ 回答方法  令和７年８月６日（水）までに全ての説明会参加者へ電子メールによ

り回答する。 

 ⑹ 留意事項  ① １問につき質問書１枚を使用すること。 

         ② 電子メールの件名を「包括委託質問」とすること。 

         ③ 提出後，電話にて着信の確認を行うこと。 

 

９ 参加意向申出書等の提出 

 ⑴ 提出書類 

   申請に際し，下表①～⑪に掲げる書類を提出すること。 

ただし，２つ以上の事業者が共同企業体を結成して申請する場合は，下表①～⑫に

掲げる書類を提出することとし，⑤～⑪は，構成員となる全ての事業者について提出

すること。 

① 参加意向申出書（様式第３号） 

② 資格要件確認書（様式第４号） 

③ 

事業実績に係る契約書等（写し） 

※受託実績期間が公告日時点で１年以上経過していることが確認できるものとす

ること。 

※複数の競輪場と契約がある場合は，どれか１つを提出すること。 

④ 
警備業法第４条の規定に基づく警備業の認定を各都道府県公安委員会から受けて

いることを証する書類（写し） 

⑤ 法人登記簿謄本又は登記事項証明書 

⑥ 

市町村税に係る納税証明書 

※滞納がないことの証明書又は直近２事業年度の納税証明書。なお，本社所在地

が東京23区の場合は当該証明書については，提出しないものとする。 

⑦ 
都道府県税に係る納税証明書 

※滞納がないことの証明書又は直近２事業年度の納税証明書 

⑧ 

国税に係る納税証明書 

※法人税，消費税及び地方消費税，源泉所得税及び復興特別所得税について未納

がないことを確認できる証明書（証明書の種類：その３） 

⑨ 

健康保険料，厚生年金保険料，子ども・子育て拠出金に係る納入確認書 

※健康保険料，厚生年金保険料，子ども・子育て拠出金について，直近２か年に

おいて未納がないことを確認できる証明書 

⑩ 
財務諸表（写し） 

※直近１年の貸借対照表，損益計算書，株主資本等変動計算書等 
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⑪ 暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書（様式第５号） 

⑫ 

共同企業体による申請に係る書類 

ア 共同企業体結成に係る協定書（写し） 

※出資比率，構成員ごとの担当業務，構成員が債務不履行の場合などを明確に

すること。 

イ 委任状（様式第６号） 

【注意事項】 

● 官公署等の証明書類は，申請書提出日から遡って３か月以内に発行されたものに

限る。 

● 本市の令和６・７年度物件等競争入札参加資格を有している者は，⑤～⑪の書類

の提出を省略することができる。 

 ⑵ 提出方法   

提出書類は紙媒体とし，持参又は郵送（書留郵便に限る。）により提出すること。 

なお，共同企業体の場合は，共同企業体代表者が構成員となる全ての事業者の提出

書類を取りまとめて提出すること。 

 ⑶ 提出期限 

令和７年８月12日（火） 午後５時（必着） 

 ⑷ 提出先 

「14 提出・問い合わせ先」と同じ。 

 ⑸ 参加資格審査及び結果通知 

参加意向申出書等の提出があった者について資格審査を行い，審査結果を参加資格

確認結果通知書により通知する。 

なお，資格審査により失格となったものは，通知を受けた日から起算して７日以内

に，この理由について説明を求めることができる。 

 

10 提案書の作成要領 

上記９により，参加資格確認結果通知を受け，資格を有すると認められた者は，次に

定めるところにより提案書を作成し，提出するものとする。 

⑴ 提案内容等  別紙「提案書作成要領及び業務仕様書」のとおり。 

⑵ 提 出 部 数  各９部（正本１部，副本８部） 

⑶ 提 出 方 法  提出書類は紙媒体とする。各部見出しを記入したファイルに綴り，

持参又は郵送（書留郵便に限る。）により提出すること。 

⑷ 提 出 期 限  令和７年９月16日（火） 正午（必着） 

⑸ 提 出 先  「14 提出・問い合わせ先」と同じ。 

 

11 プレゼンテーションの実施 

⑴ 日時 

令和７年10月上旬 ※日時の詳細は，別途通知する。 

 ⑵ 場所 

高知市商工振興部公営事業課 会議室（高知市大原町45番地） 
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 ⑶ 持ち時間 

50分程度（プレゼンテーション30分以内，質疑応答20分程度） 

   ※準備・撤収は，審査前後の約10分間の休憩時間に行うこと。 

⑷ 出席者 

１応募者につき５名までとする。 

⑸ 準備物 

プレゼンテーションの際にパソコン等の使用を認めるが，スクリーン及びプロジェ

クター，ＨＤＭＩケーブル以外の機器は各自準備すること。 

 ⑹ プレゼンテーションの順番 

企画提案書の受付順とする。なお，辞退が出た場合は，順次繰り上げる等の方法に

より対処する。 

⑺ 審査結果の通知  

審査結果を審査結果通知書により通知する。 

なお，候補者にならなかった者は，通知を受けた日から起算して７日以内に，この

理由について説明を求めることができる。 

 

12 結果の公表 

⑴ 審査結果の通知時 

候補者の名称・所在地・総得点，その他の参加者（名称は公表しない。）の総得点

を本市の公式ホームページで公表する。 

⑵ 候補者との契約締結後 

契約相手方，契約締結日，契約金額，その他必要事項を本市の公式ホームページで

公表する。 

 

13 契約の締結 

「５ 審査及び選定基準」により選定された候補者と契約内容について協議・調整を

行ったうえで，双方合意に至った場合に５年間の基本契約を締結するものとする。 

また，契約は基本契約の他，年度毎に締結する委託契約の２本立てとし，年度毎に当

該年度の契約内容及び契約金額について協議し，契約を締結するものとする。 

なお，協議が整わなかった場合は，選定により順位付けられた次点者と協議を行う。 

 

14 提出・問い合わせ先 

  〒780-8031 高知市大原町45番地 高知競輪場内 

  高知市商工振興部公営事業課 

  担当：西本・横田・木村 

  電話：088-833-2657 ファックス：088-833-6639 

E-mail：kc-150900@city.kochi.lg.jp 

 

15 その他留意事項 

⑴ 応募者は，応募書類の提出をもって募集要領等の記載内容を承諾したものとみなす。 
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⑵ 応募に関して必要な費用は，全て応募者の負担とする。 

⑶ 共同企業体を結成して提案を行う場合は，応募に関する事務を全て当該共同体の代

表者を通じて行うこと。また，本市が当該代表者に対して行った行為は，当該共同体

全ての構成員に対して行ったものとみなす。 

⑷ 参加資格を有することについての資格確認後において，次のいずれかに該当すると

きは，当該契約に係る資格を失うものとし，既に提出された提案書は無効とする。 

 ① 参加資格を満たさないこととなったとき。 

 ② 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

 ③ 提出書類に不備があった，又は指示した事項に違反した場合 

 ④ 選定委員，市職員又は当該プロポーザル関係者に対して，当該プロポーザルに関

わる不正な接触の事実が認められた場合 

⑸ 契約相手方の候補決定から契約締結日までの間において，次に該当したときは，契

約候補の決定を取り消し，契約を締結しないことがある。 

 ① 参加資格要件を満たさなくなったとき。 

 ② 本市指名停止要綱の対象となる事案に該当したとき。 

⑹ 提出書類の取扱い 

① 提出された書類は，理由の如何に関わらず返却しない。 

② 本市が受理した書類については，受理後の内容変更は原則認めない。 

③ 提出された書類は，提案者に無断で本プロポーザル以外に使用しない。 

④ 提出された書類の著作権は提案者に帰属する。ただし，本市が本プロポーザルの

報告，公表等のために必要な場合は，提出された書類の内容を無償で使用できるも

のとする。 

⑤ 提出された書類は，高知市行政情報公開条例（平成12年条例第68号，以下「条例」

という。）に基づく情報公開請求があった場合，公開することにより，当該法人等

又は当該事業を営む個人の権利，競争上又は事業運営上の地位その他正等な利益を

害すると認めるに足りる合理的な理由があるもの（条例第９条第１項第３号該当）

を除き公開することとする。したがって，提案内容に条例第９条第１項第３号に該

当する部分がある場合は，提案書を提出する際に，非公開とする部分と具体的な理

由を記載した情報非公開希望申立書（様式第25号）を提出すること。ただし，非公

開の申出があった部分であっても，合理的な理由がないと判断される場合や公開す

ることが公益上必要であると認められる場合などは，公開することがある。 

⑺ 本市が提示する資料は，応募に係る検討以外の目的で使用することを禁止する。ま

た，この検討の範囲内であっても，本市の了承を得ることなく，第三者に対してこれ

を使用させ，又は内容を提示することを禁止する。 

⑻ 本市が追加で資料の提出を求めた場合には，迅速に応じること。 

⑼ 参加を辞退するときは，必ず，参加辞退届（様式第26号）を提出すること。 

⑽ 当該プロポーザル実施にあたり，応募者に対し調査を行う場合がある。 

⑾ 選定結果等についての不服及び異議申し立ては認めない。 

⑿ 契約締結後から業務の開始までの期間に委託業務に必要な準備に係る費用につい

ては，提案する委託料に含むものとする。 
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（別記） 

競輪開催業務等包括委託事業者選定基準 

審査項目 評価項目（評価ポイント） 評価点 

１ 高知競輪への理解   

⑴ 高知競輪の現状分析及び課題，

改善策 

高知競輪の理解ができているか，また効果的な改善策の提案が

されているか。 

15 

⑵ 業務遂行における基本方針 包括委託にあたっての基本的な考え方を踏まえた提案となっ

ているか。 

10 

２ 業務実施体制     

⑴ 運営組織・執行体制に関する提

案 

業務運営に必要な人員が確保されており，かつ専門の知識を有

し十分な経験を積んだ者が責任者として配置されているか。 

10 

⑵ 発売体制に関する提案 お客様の利便性・満足度向上に繋がる体制が提案されている

か。 

10 

⑶ 危機管理体制に関する提案 法令等の厳守，不測の事態に備えた取組，お客様の安全管理体

制は十分か。 

10 

３ 業務実施計画     

⑴ 売上向上に関する提案 具体的で実現性があり，新規又は独創的な提案あるいは効果的

な提案がされているか。 

20 

⑵ 業務効率化に関する提案 効果的かつ具体的な改善・工夫があるか。 20 

⑶ 本場への集客増加に関する提

案 

具体的で実現性があり，新規又は独創的な提案あるいは効果的

な提案がされているか。 

20 

⑷ 地域貢献に関する提案 地元雇用や地元企業の活用について積極的であるか。また，地

域貢献や活性化につながる施策が提案されているか。 

10 

⑸ 機器の入替及び設備改修に関

する提案 

機器の入替及び設備改修について，安定的で効率的な開催運営

が実施できる提案がされているか。 

20 

４ 経費     

⑴ 競輪開催業務等包括委託料 競輪開催業務等包括委託料が提案内容に見合った妥当なもの

であるか。 

20 

⑵ 場外発売時の受託料率 妥当な受託料率になっているか。 10 

⑶ 収支の妥当性 収益保証額が確保されたうえで収支が妥当なものであるか。 ５ 

５ 総合評価     

⑴ 事業者の経営状況，受託実績 委託業務を適切かつ円滑に行うための適正な経営基盤や総合

運営業務の受託実績を有しているか。 

10 

⑵ 事業運営の安定性・将来性など 業務の執行及び企画立案等において，民間活力が十分に発揮さ

れ，売上増や経費削減の効果，事業運営の安定性・将来性など

について，総合的に評価できる提案がされているか。 

10 

合計点数 200 

 


